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目的　気軽に運動・スポーツを開始できる運動・スポーツ施設やレクリエーション施設は，住民の
身体活動に影響を及ぼす可能性がある。そこで，本研究では新たな運動・スポーツ施設の開設
が，近隣住民の身体活動と身体活動促進要因へ及ぼす影響を健康づくりの長期的調査結果から
施設の利用を促進するための施策の認知や利用の状況も合わせて把握し，検討することを目的
とした。

方法　静岡県長泉町民対象の健康づくりの調査結果を分析した。調査対象者は静岡県長泉町在住の
30歳から75歳で，住民基本台帳を基に各調査年（2013，2014，2015，2017年）3,200名が無作
為抽出され質問紙調査が実施された。調査項目は，基本属性（年齢，性，ほか），身体活動
（歩行頻度，運動習慣），身体活動促進要因（運動・スポーツ環境の認知，運動・スポーツ実
践者の認知，運動・スポーツ実践の意欲），開設された多目的運動施設と施設の利用を促進す
るための施策である健康マイレージの認知と利用の状況であった。分析は郵便番号から多目的
運動施設に近い近隣地区と遠い非近隣地区に分け，各調査年の調査項目の変化を把握するとと
もに，長期的な変化について一般化線形モデルを用い検討した。

結果　分析対象者は，2013年が近隣地区706人，非近隣地区308人，2014年が近隣地区738人，非近
隣地区315人，2015年が近隣地区864人，非近隣地区312人，2017年が近隣地区879人，非近隣地
区363人であった。基本属性はいずれも両地区で統計的な有意差は認められなかった。歩行頻
度，運動習慣，運動・スポーツ環境の認知，運動・スポーツ実践者の認知，運動・スポーツ実
践の意欲は経年的に多少の変化があったものの，長期的な変化の検討では有意差はなかった。
多目的運動施設の認知は両地区とも90％以上であったが，利用は50％以下で非近隣地区は近隣
地区より低い傾向であった。また，健康マイレージの認知は両地区とも約30％で，利用は 5 ％
以下であった。

結論　本研究の結果，新しい多目的運動施設が開設されても，近隣地区の住民の身体活動は向上し
なかった。運動・スポーツ実践の意欲は，既に住民の 8 割以上にあることから，多目的運動施
設の利用や実際の運動・スポーツ実践といった行動変容へとつなげる仕組みや支援を増やすこ
とが，地域の身体活動を促進する上で重要なことかもしれない。

キーワード　身体活動，運動習慣，運動・スポーツ施設，生活環境
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Ⅰ　緒　　　言

　適度な身体活動の実践は様々な健康上の恩恵
をもたらすが1），世界中で身体活動不足が指摘
されている２）。日本も同様であり 1 回30分以上
の運動を週 ２ 回以上 1 年以上継続している者の
割合は男性31％，女性24％と半数以上に運動習
慣が認められない３）。また，近年の日常生活の
歩数も横ばい傾向で，歩数を増やすことは健康
施策の目標であり４），身体活動を増やす取り組
みは重要である。
　これまでも自治体を中心に，健康づくりの運
動教室などが開催され，個人の動機に焦点を当
てた身体活動を増加させる取り組みが行われて
いる。しかし，個人の動機に焦点を当てた支援
は，運動の習慣化という長期的な行動変容の維
持において効果が低いことが報告されている5）。
さらに，個人の動機のみに焦点を当てた取り組
みは，地域集団の身体活動を増加させるのには，
不十分であると指摘されている6）。近年，地域
集団の身体活動を増加させるために，健康行動
の生態学的モデルが利用されている。生態学的
モデルは，個人の行動に影響を及ぼす関連要因
を，複数の層（個人，地域・社会，環境・政
策）に分けて理解し，相互の層からの支援（マ
ルチレベル）が行動変容に効果的であるとされ
る7）。生態学的モデルの原則は，社会的支援の
提供，行動変容の妨げとなる障壁の除去，活発
になるための機会の創出である。したがって，
身体活動を伴う行動変容を起こす機会を増やし，
気軽に運動・スポーツを開始できる状況を用意
することが不可欠である。そのため，身近な環
境に気軽に運動・スポーツを開始できる運動・
スポーツ施設やレクリエーション施設があるこ
とは，身体活動に影響を及ぼす可能性がある。
実際，地域集団の身体活動を増加させる介入研
究のレビューでは，環境の強化を図る重要性が
示唆されている8）。
　また，公園やトレイルなどの屋外レクリエー
ション施設に関しては，近隣居住者の身体活動
と関連していることがレビューされている9）。

その中で，デンマークの研究では，居住地の近
くに（800ｍ以内に）運動・スポーツ施設があ
ることは，中程度以上の身体活動の実践を持続
することを明らかとした10）。また，韓国の研究
では，運動・スポーツ施設へのアクセスの向上
が身体活動量の増加へつながったことを報告し
た11）。さらに，オーストラリアの研究では，遊
び場の改修後，遊び場への訪問者と積極的に遊
び場を使う者が増加したことを報告した12）。同
様に，アメリカでは，公園改修後に公園利用回
数の増加と利用者の身体活動量の増加が認めら
れた13）。フィンランドでは，運動・スポーツ施
設へのアクセスがより乏しい地域への移動によ
り身体活動レベルが低下したことを示した14）。
しかしながら，新たに開設された運動・スポー
ツ施設が近隣住民の身体活動に与える影響は検
討されていない15）。運動・スポーツ施設の開設
は莫大な投資であり，それが地域住民の身体活
動を高めるのに効果的であるか理解することは
重要である。
　一方，ハード的な施設の開設に加えて，施設
の利用を促進するために，ソフト的な施策も多
くの自治体では行われている。そのため，近隣
住民の身体活動に対して，運動・スポーツ施設
の開設の影響を検討する場合，施設の利用を促
進するための施策も考慮した上で検討すること
が必要かもしれない。
　以上のことから，本研究では新たな運動・ス
ポーツ施設の開設が，近隣住民の身体活動と身
体活動促進要因へ及ぼす影響について，健康づ
くりの長期的調査結果から施設の利用を促進す
るための施策の認知や利用の状況も合わせて把
握し，検討することを目的とした。

Ⅱ　方　　　法

　本研究は静岡県長泉町が経年的に実施した町
民対象の健康づくり調査結果を分析した。

（ 1）　調査対象
　静岡県長泉町在住の30歳から75歳を調査対象
とし，住民基本台帳を基に各調査年（2013年，
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2014年，2015年，2017年）3,200名が無作為抽
出され，郵送法の質問紙調査が実施された。な
お，3,200名の性と年齢の内訳は，男女各1,600
名，30歳代，40歳代，50歳代，60歳から75歳で，
各年代800名であった。

（ 2）　調査時期
　2013年調査がベースライン調査で，2014年，
2015年，2017年がフォローアップ調査である。
また，2013年調査は2013年 ４ 月発送 5 月31日回
収期限，2014年調査は2014年 ４ 月発送 5 月31日
回収期限，2015年調査は2015年 1 月発送 ３ 月31
日回収期限，2017年調査は2017年11月発送12月
22日回収期限であった。

（ 3）　分析項目
　基本属性として，年齢，性，学歴，就業状況，
同居状況，健康状態，郵便番号を把握した。主
要評価項目は身体活動の状況で，10分間以上の
継続した歩行を実践した週当たりの日数（歩行
頻度）と，週 ２ 回以上， 1 回30分以上を運動習
慣とした実践の状況（運動習慣）を把握した。
副次評価項目は身体活動促進要因で，環境面の
認知に関する ２ 項目と心理面の状況に関する 1
項目を把握した。環境面の認知の ２ 項目は，身
近な環境に運動・スポーツ環境があると認知し
ているかという質問（運動・スポーツ環境の認
知）と，身近な環境に運動・スポーツ実践者を
見かけるかという質問（運動・スポーツ実践者
の認知）で把握した。心理面の状況の 1 項目は，
運動・スポーツ実践をする気があるかという質
問（運動・スポーツ実践の意欲）で把握した。
加えて，多目的運動施設の認知と利用の状況お
よび多目的運動施設に合わせて長泉町が実施し
た施設の利用を促進するための施策である健康
マイレージの認知と利用の状況を把握した
（2014年，2015年調査のみ）。

（ 4）　運動・スポーツ施設
　運動・スポーツ施設は，長泉町が2013年 8 月
に企業の跡地に新たに建設した施設で，誰もが
継続的に運動やスポーツに取り組むことができ，

交流を育む総合的な健康づくり拠点となること
が設置目的である。運動・スポーツ施設は，屋
内施設（25ｍプール，アリーナ，マシンルーム，
運動スタジオ，多目的室，調理室，170ｍの
ウォーキングコース）と屋外施設（多目的グラ
ウンド，875ｍのウォーキングコース，公園）
に分かれている多目的運動施設である（以下，
多目的運動施設）。長泉の居住者には比較的安
価な利用料が設定されている（例えば，マシン
ルームの 1 回利用料100円）。第三月曜日と年末
年始が休館日である。

（ ５）　健康マイレージ
　多目的運動施設の利用を促進するための主要
な施策として，施設の開設から ２ カ月後に，長
泉町健康増進課は健康マイレージという健康づ
くりの実践状況に基づいた報酬プログラムを開
始した。健康マイレージは，運動の実践を含む
健康行動の実践をした住民を奨励する工夫が含
まれていた。例えば，「運動・スポーツをし
た」「エレベーターではなく階段を使用した」
「車を使用しないで歩いた」など，各自の健康
づくり行動の状況を自己報告し，実践状況に応
じてポイントが付与され，長泉町内の施設利用
（多目的運動施設の利用も含む）や地元の食料
品店で割引などに還元することが可能であった。
健康マイレージは長泉町の広報やホームページ
などを通じて全住民に周知した。健康マイレー
ジは2017年の調査時点にも実施されていた。

（ ６）　分析方法
　郵便番号から多目的運動施設に近い近隣地区
と遠い非近隣地区の ２ 地区に分け主要評価項目
と副次評価項目を検討した。具体的には，郵便
番号別（12地区）に分けた後，多目的運動施設
からの距離が 1 ㎞を目安に，その範囲内に居住
地が含まれる 5 地区を近隣地区，それ以外の 7
地区を非近隣地区と定義した（図 1）。そして，
各調査年の地区別の基本属性を対応のない t 検
定またはχ２検定で比較した。次に，両地区の
身体活動と身体活動促進要因について，多目的
運動施設開設前後の経年変化を確認した。なお，
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多目的運動施設と健康マイレージの認知と利用
は，2014年と2015年の両地区の変化を確認した。
さらに，両地区の身体活動，身体活動促進要因
への長期的な影響を検討するため，両地区の
2013年と2017年のデータを使用して一般化線形
モデルによる統計解析を行った。その際，身体
活動，身体活動促進要因を目的変数，地区と調
査年の交互作用項を説明変数，性，年齢，学歴
（13年以上・13年未満），就業状況（あり・な
し），同居状況（あり・なし），健康状態（良
い・悪い）を調整変数とした解析を施した。統
計解析はStataSE15を使用した。

（ ７）　倫理的配慮
　本研究は，「人を対象とする医学研究に関す

る倫理指針」における非識別加工情報を長泉町
から提供を受けて実施した。また，本研究は，
早稲田大学の「人を対象とする研究に関する倫
理委員会」に審査依頼したが審査不要（2017-
HN024）の判断であった。調査自体は，長泉町
民の健康づくりや学術的利用に役立てること，
個人を特定した形で公表はしないこと，調査不
参加により不利益を被ることはないことが書面
で説明され，返信を持って同意を得ていた。本
研究は，関連する自治体や企業等との開示すべ
き利益相反はない。

Ⅲ　結　　　果

　調査回収人数は，2013年が1,107人（34.6％），
2014年が1,087人（34.0％），
2015年が1,210人（37.8％），
2017年が1,296人（40.5％）
であった。郵便番号の記載
があり分析対象者とした
のは，2013年が近隣地区
706人，非近隣地区308人，
2014年が近隣地区738人，
非近隣地区315人，2015年
が近隣地区864人，非近隣
地区312人，2017年が近隣
地区879人，非近隣地区363
人であった。基本属性は表
1に示す。いずれも両地区
で統計的な有意差は認めら
れなかった。
　表 2には主要評価項目と
副次評価項目の結果を示す。
主要評価項目の週当たりの
歩行頻度の2013年の平均値
は近隣地区3.3日，非近隣
地区3.3日で，その後の平
均値も大きな変化は認めら
れなかった。運動習慣に関
しては，近隣群が2013年に
比し2017年は3.5ポイント
減少していた。非近隣地区

図 1　近隣地区と非近隣地区の区分け
地区 郵便番号 住所

近隣

4110933 静岡県駿東郡長泉町納米里

4110934 静岡県駿東郡長泉町下長窪

4110941 静岡県駿東郡長泉町上土狩

4110942 静岡県駿東郡長泉町中土狩

4110943 静岡県駿東郡長泉町下土狩

非近隣

4110931 静岡県駿東郡長泉町東野

4110932 静岡県駿東郡長泉町南一色

4110935 静岡県駿東郡長泉町上長窪

4110936 静岡県駿東郡長泉町元長窪

4110944 静岡県駿東郡長泉町竹原

4110945 静岡県駿東郡長泉町本宿

4110951 静岡県駿東郡長泉町桜堤

●は多目的運動施設
灰色は近隣地区，
白色は非近隣地区

長泉町

表 1　各調査年の基本属性
地区 2013年 2014 2015 2017

分析対象者 近隣 706 738 864 879
（人） 非近隣 308 315 312 363

年齢（歳） 近隣 52.3±12.5 52.1±12.7 52.2±12.6 52.4±12.7
（平均値±標準偏差） 非近隣 52.3±12.5 51.9±12.6 53.1±11.8 51.8±13.4

性別 近隣 42.2 39.4 41.1 43.3
（男性：％） 非近隣 40.2 41.1 47.0 40.4

学歴 近隣 51.5 53.7 55.0 59.1
（13年以上：％） 非近隣 48.5 52.9 51.3 52.8

就業 近隣 66.9 65.6 67.4 70.4
（あり：％） 非近隣 61.7 68.0 68.7 68.9

同居 近隣 92.7 93.5 91.2 92.8
（あり：％） 非近隣 91.4 93.9 89.1 93.4

健康状態 近隣 87.9 83.7 85.4 84.8
（良い：％） 非近隣 84.5 84.1 87.8 85.4
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に大きな変化は認められな
かった。副次評価項目の運
動・スポーツ環境の認知に
関しては，近隣群は横ばい
だったのに対し，非近隣群
は2013年に比し2017年は8.3
ポイント増加していた。な
お，運動・スポーツ環境の
認知については，各年とも
近隣地区の方が非近隣地区
より高い傾向にあった。運
動・スポーツ実践者の認知
は，近隣地区が横ばい，非
近隣地区が2013年に比し
2017年は3.4ポイント減少
していた。運動・スポーツ
実践の意欲は，両地区とも
に2013年に比し2017年が低
く，近隣地区が2.3ポイント，非近隣地
区が4.2ポイント減少していた。
　次に，多目的運動施設と健康マイレー
ジの認知と利用の結果であるが，近隣地
区は多目的運動施設の利用が2014年から
2015年で7.3ポイント増加し，非近隣地
区は1.5ポイント減少した。健康マイ
レージの利用は近隣地区が1.2ポイント，
非近隣地区が1.0ポイント減少した。加えて，
多目的運動施設と健康マイレージの認知と利用
は，近隣地区の方が非近隣地区よりわずかに高
率であった。また，両地区とも多目的運動施設
の認知，利用の方が，健康マイレージの認知と
利用に比し高率であった。表 3は，長期的な影
響を検討した結果であるが，いずれも有意差は
認められなかった。

Ⅳ　考　　　察

　本研究では，新たな運動・スポーツ施設であ
る多目的運動施設の開設が近隣住民の身体活動
と身体活動促進要因に及ぼす影響を健康づくり
の長期的調査結果から検討した。主要評価項目
の身体活動の状況として評価した週当たりの歩

行頻度，運動習慣に関して，両地区とも有意な
増加は認められなかった。近隣地区はおおむね，
多目的運動施設までの距離が，先行研究におい
て身体活動が促進される生活環境を特定する際
の距離である400ｍから1.6㎞16）-19）にあったもの
の，本研究の観察中に身体活動の変化は認めら
れなかった。多目的運動施設は，近隣住民に対
して身体活動の促進のための地域介入といえる
が，地域の身体活動の促進を図ることを目的と
した介入研究では，身体活動の有意な増加が必
ずしも観察されていない20）21）。加えて，身体活
動促進のための地域介入のレビューでも，その
有効性に関して矛盾する所見が報告8）されてい
るように，地域レベルの身体活動の促進は容易
なことではない。今回，多目的運動施設の利用
は，近隣地区が非近隣地区に比べて高率傾向に

表 2　各調査年の各評価項目
地区 2013年 2014 2015 2017

週当たりの歩行頻度 近隣 3.3±2.4 3.4±2.3 3.5±2.5 3.1±2.5
（平均値±標準偏差：日）非近隣 3.3±2.4 3.3±2.6 3.4±2.5 3.0±2.5

運動習慣 近隣 29.2 30.3 25.5 25.7
（週 ２ 回 1 回30分以上：％）非近隣 25.0 23.7 25.2 24.8

運動・スポーツ環境の認知 近隣 80.1 82.3 83.9 81.2
（あり：％） 非近隣 65.8 73.6 73.7 74.1

運動・スポーツ実践者の認知 近隣 86.9 86.9 89.0 86.1
（見かける：％） 非近隣 82.7 79.8 85.6 79.3

運動・スポーツ実践の意欲 近隣 85.9 87.1 85.0 83.6
（運動する気がある：％） 非近隣 85.8 84.6 85.3 81.6

多目的運動施設の認知 近隣 - 93.0 92.9 -
（知っている：％） 非近隣 - 90.0 91.3 -

多目的運動施設の利用 近隣 - 39.0 46.3 -
（あり：％） 非近隣 - 34.7 33.2 -

健康マイレージの認知 近隣 - 26.2 30.4 -
（知っている：％） 非近隣 - 24.6 25.1 -

健康マイレージの利用 近隣 - 5.0 3.8 -
（あり：％） 非近隣 - 3.6 2.6 -

表 3　身体活動および身体活動促進要因と居住地区の長期的関連

地区と調査年の交互作用項の
回帰係数（95％信頼区間） ｐ

週当たりの歩行頻度 0.03 （-0.05，0.06） 0.92
運動習慣（週 ２ 回 1 回30分以上） 0.05 （-0.06，0.17） 0.35
運動・スポーツ環境の認知 0.03 （-0.05，0.11） 0.43
運動・スポーツ実践者の認知 -0.003（-0.08，0.07） 0.94
運動・スポーツ実践の意欲 0.004（-0.07，0.08） 0.91

注　性，年齢，学歴，就業，同居，健康状態で調整。
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あり，2015年は約半数の46.3％が利用と回答し，
多目的運動施設までの距離の影響がうかがえた
ものの，近隣地区の身体活動の向上にはつなが
らなかった。多目的運動施設は，身体活動が低
く運動習慣がないような住民に対して，運動を
開始することを奨励していなかった可能性や，
既に運動実践をしていた住民を引き付ける役割
となった可能性がありさらなる検討が必要であ
る。また，生態学的モデルでは，身体活動を高
める介入の内容について，個人のみに焦点（単
一レベル）をあてるのではなく，生活環境を含
むマルチレベルの視点（複合レベル）が効果的
であると考えられている7）。実際，公園の改修
による身体活動の変化を検討した先行研究にお
いても，公園改修のみでは身体活動を増加させ
るのに十分ではなく，住民に対して公園利用を
促進したり，きっかけを作ったりするプログラ
ムの必要性が示唆されている22）。本研究では生
活環境の大きな変化といえる多目的運動施設の
開設に加え，その利用を促進するための個人に
焦点を当てた健康マイレージも実施しているよ
うに，マルチレベルの視点も含まれていた。し
かし，健康マイレージの利用は，両地区ともに
5 ％以下と非常に低率であった。今後は，より
強力なインセンティブプログラムの実施によっ
て，多くの住民の参加を促すことが必要かもし
れない。加えて，生態学的モデルに基づくと，
社会的な要素も強化した取り組みが欠けていた
可能性がある。例えば，グループ活動を積極的
に巻き込むことや23），地域リーダーの積極的な
活用24），ソーシャルメディアによる繰り返しの
情報発信24）などが考えられる。これらは，行政
の保健活動で行われているが，身体活動の促進
を目標に掲げ，相互の連動を図り，より積極的
に強化した内容を展開することが必要かもしれ
ない。
　多目的運動施設の認知に関しては，両地区と
もに 9 割を超えていた。多目的運動施設は，長
泉町の主要幹線で道路沿いにあり，施設規模も
大きく住民が目にする機会は高いため，両地区
ともに同程度の認知状況になった可能性がある。
しかし，多目的運動施設の認知状況に比べて，

身近な環境に運動・スポーツ施設があるとの認
知は低率であったことから，気軽に運動・ス
ポーツが実践できる施設であることを，より周
知することが必要かもしれない。なお，ソフト
的な健康マイレージの認知は ３ 割以下で，ハー
ド的な生活環境の変化の方が，住民が認知する
ことや記憶することに対してインパクトが強い
可能性がある。
　副次評価項目の一つである運動・スポーツ実
践者の認知は，近隣地区が非近隣地区よりも高
率であった。運動・スポーツ実践者を見かける
ことは，運動・スポーツの実践者を増やすこと
に有効とされている。しかし，運動・スポーツ
実践者を多く見かけることで身体活動も増加す
るといった相関は明確に示されていない25）26）よ
うに，行動変容にいたる強い影響がない可能性
もある。また，運動・スポーツ実践の意欲は，
両地区とも 8 割を超えた高い値を示し，意欲の
面への働きかけより，実際の行動へとつなげる
仕組みや支援を検討することが必要ではないか
と考えられる。
　本研究の強みは，多目的運動施設の開設前後
に身体活動データを収集するとともに 5 年間の
長期にわたり観察したことである。本研究のよ
うな多目的運動施設を研究ベースで建設するこ
とは費用面でも難しいことから，類似した先行
研究は行われていない。また，本研究は複数の
横断調査の結果から分析するパネルデザインの
研究で，コホート研究のような縦断調査による
ドロップアウト率を考慮でき，地区レベルの評
価をする目的に沿うと考えられる。一方，本研
究上の限界は，郵送法を用いた自己申告による
身体活動の把握であり，誤記入や思い出しバイ
アスの影響を受ける可能性がある。加速度計な
どを使用した客観的な身体活動の測定が，今後
の研究に求められる。また，本研究では郵便番
号を用いて，近隣地区と非近隣地区に分けたが，
厳密に居住場所から多目的運動施設の道路上の
距離を測り，地区分けすることで異なる結果が
得られた可能性もある。加えて，調査の回収率
が低かったことも結果に影響を及ぼした可能性
もある。調査に対して協力的な者は，健康づく
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りに対して関心のある者が多く，回答の偏りも
考えられ，結果の一般化という点では不十分で
ある。さらに，本研究は同じ町の中での比較で
あり，多目的運動施設の利用や健康マイレージ
プログラムの利用は両地区で可能であったこと
から，影響を受けない他地域との長期的な比較
も必要である。

Ⅴ　結　　　語

　本研究の結果，新しい多目的運動施設が開設
されても，近隣地区の住民の身体活動は向上し
なかった。運動・スポーツ実践の意欲は，既に
住民の 8 割以上にあることから，多目的運動施
設の利用や実際の運動・スポーツ実践といった
行動変容へとつなげる仕組みや支援を増やすこ
とが，地域の身体活動を促進する上で重要なこ
とかもしれない。
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